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１  本書は四半期報告書を、金融商品取引法第 27 条の 30 の２に規定する開示

用電子情報処理組織（EDINET）を使用して、2019 年７月 11 日に提出したデー

タに目次及び頁を付して出力・印刷したものであります。 

２  本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期レ

ビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に綴

じ込んでおります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



目  次 

 

四半期報告書 

【表紙】････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 1 

第一部 【企業情報】･･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 2 

第１ 【企業の概況】･････････････････････････････････････････････････････････････････ 2 

１ 【主要な経営指標等の推移】･･･････････････････････････････････････････････････ 2 

２ 【事業の内容】･･･････････････････････････････････････････････････････････････ 2 

第２ 【事業の状況】･････････････････････････････････････････････････････････････････ 2 

１ 【事業等のリスク】･･･････････････････････････････････････････････････････････ 2 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー状況の分析】･･･････････ 3 

３ 【経営上の重要な契約等】･････････････････････････････････････････････････････ 4 

第３ 【提出会社の状況】･････････････････････････････････････････････････････････････ 4 

１ 【株式等の状況】･････････････････････････････････････････････････････････････ 4 

２ 【役員の状況】･･･････････････････････････････････････････････････････････････ 7 

第４ 【経理の状況】･････････････････････････････････････････････････････････････････ 8 

１ 【四半期連結財務諸表】･･･････････････････････････････････････････････････････ 9 

２ 【その他】･･･････････････････････････････････････････････････････････････････13 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】･････････････････････････････････････････････････13 

 

四半期レビュー報告書 

 

確認書 

【表紙】････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 1 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】･･･････････････････････････････ 2 

２ 【特記事項】･････････････････････････････････････････････････････････････････ 2 

 



― 1 ―

【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 福岡財務支局長

【提出日】 2019年７月11日

【四半期会計期間】 第43期第１四半期(自 2019年３月１日 至 2019年５月31日)

【会社名】 株式会社ＹＥ ＤＩＧＩＴＡＬ

【英訳名】 YE DIGITAL Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 遠 藤 直 人

【本店の所在の場所】 北九州市八幡西区東王子町５番15号

【電話番号】 093－622－6111

【事務連絡者氏名】 管理本部経理部長 菅 原 隆 之

【最寄りの連絡場所】 北九州市八幡西区東王子町５番15号

【電話番号】 093－622－6111

【事務連絡者氏名】 管理本部経理部長 菅 原 隆 之

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

決算短信（宝印刷） 2019年07月09日 09時19分 1ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 2 ―

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第42期

第１四半期
連結累計期間

第43期
第１四半期
連結累計期間

第42期

会計期間
自 2018年３月１日
至 2018年５月31日

自 2019年３月１日
至 2019年５月31日

自 2018年３月１日
至 2019年２月28日

売上高 (千円) 2,370,388 2,785,988 12,451,473

経常利益又は経常損失(△) (千円) △59,240 6,051 467,063

親会社株主に帰属する四半期(当期)
純利益又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(千円) △75,242 11,549 203,014

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △44,739 40,136 339,495

純資産額 (千円) 2,641,757 2,961,995 2,970,119

総資産額 (千円) 8,453,077 8,673,095 8,798,632

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) △4.18 0.64 11.26

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― 0.63 11.14

自己資本比率 (％) 29.5 33.0 32.2

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 第42期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

　

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更はあ

りません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

前連結会計年度において非連結子会社であったYE DIGITAL,Inc.は、今後米国市場の戦略上の拠点として重要性が高

まることが見込まれるため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

　

　

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。
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２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)

が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善に足踏みがみられ力強さに欠ける状況で推移

しており、米中貿易摩擦の激化への懸念等により、先行きは不透明な状況が続いております。

当社グループの属する情報サービス業界では、企業の生産性向上や新たな付加価値の創出に向け、クラウドやビ

ッグデータ、ＩｏＴ、ＡＩ等の技術を活用した設備投資やＩＴ投資は、堅調に推移しております。

このような環境の中で、当社グループでは、2019年度から2021年度までの中期経営計画「デジタル社会のリーデ

ィングカンパニー」を策定し、そのスタートの年として、デジタル・トランスフォーメーションが加速していく中、

お客様や社会のデジタルソリューションを実現するブランド企業の地位を確固たるものとするため、成長・収益・

経営の３つの基盤強化に努めるとともに、堅調なＩＴ投資需要の確実な受注獲得に向けて取り組んでおります。

その結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は27億85百万円（対前年同四半期比17.5%増）となりまし

た。利益面では、売上高の増加により、営業利益３百万円（前年同四半期は営業損失63百万円）、経常利益６百万

円（前年同四半期は経常損失59百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益11百万円（前年同四半期は親会社株

主に帰属する四半期純損失75百万円）となり、前年同四半期に比べ大幅に改善いたしました。

なお、前連結会計年度まで非連結子会社でありましたYE DIGITAL,Inc.（米国）を、当第１四半期連結会計期間よ

り連結の範囲に含めております。

当社グループ(当社および連結子会社)は、情報サービスの総合的な提供を事業内容としており、情報サービス事

業の単一セグメントのため、当第１四半期連結累計期間における実績を事業部門別に記載しております。

事業別の概況は次のとおりであります。

　

〔ＩｏＴソリューション事業〕

当事業では、発電監視システム、インターネット・セキュリティ関連製品は前年同期に比べ減少しましたが、

倉庫物流や生産ライン管理等のＦＡシステム構築、メカトロ機器向けソフト開発、製品組込ソフト開発は増加し

ました。

その結果、売上高は８億30百万円（対前年同四半期比13.3%増）となりました。

〔ビジネスソリューション事業〕

当事業では、健康保険者向けシステム構築、移動体通信事業者向け開発は前年同期に比べ減少しましたが、安

川電機グループのＩＴ投資、企業向け基幹システム開発、ＥＲＰソリューションは増加しました。

その結果、売上高は19億55百万円（同19.4%増）となりました。

(2) 財政状態の分析

① 資産

当第１四半期連結会計期間末の流動資産は57億75百万円（前連結会計年度末比１億92百万円減）となりまし

た。これは、主として受取手形及び売掛金が16億53百万円減少したこと、現金及び預金が10億95百万円増加した

こと、仕掛品が３億41百万円増加したこと等によるものです。

固定資産は28億97百万円（同66百万円増）となりました。これは、投資その他の資産のその他が89百万円増加

したこと、無形固定資産が９百万円減少したこと、有形固定資産が６百万円減少したこと、繰延税金資産が６百

万円減少したことによるものです。

この結果、資産合計は86億73百万円（同１億25百万円減）となりました。
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② 負債

当第１四半期連結会計期間末の流動負債は25億27百万円（同95百万円減）となりました。これは、支払手形及

び買掛金が２億42百万円減少したこと、未払法人税等が２億36百万円減少したこと、未払費用が３億63百万円増

加したこと等によるものです。

固定負債は31億83百万円（同22百万円減）となりました。これは、退職給付に係る負債が12百万円減少したこ

と、その他が10百万円減少したことによるものです。

この結果、負債合計は57億11百万円（同１億17百万円減）となりました。

③ 純資産

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は29億61百万円（同８百万円減）となりました。これは、主として

利益剰余金が50百万円減少したこと、新株予約権が42百万円減少したこと、資本金が29百万円増加したこと、資

本剰余金が29百万円増加したこと、退職給付に係る調整累計額が27百万円増加したこと等によるものです。

(3) 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は56,462千円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2019年５月31日)

提出日現在発行数
(株)

(2019年７月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,127,200 18,127,200
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 18,127,200 18,127,200 ― ―

(注) 提出日現在発行数には、2019年７月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれていません。

決算短信（宝印刷） 2019年07月09日 09時19分 4ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 5 ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 2019年４月19日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ４
当社執行役員 ７

新株予約権の数(個)※ 592（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数(株)※

普通株式 59,200（注）１

新株予約権の行使時の払込金額(円)※ 276

新株予約権の行使期間※ 2019年５月28日～2049年５月27日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額※

発行価格 １円
資本組入額 0.5円（注）２

新株予約権の行使の条件※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項※
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するも
のとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項※

（注）５

※ 新株予約権の発行時（2019年５月27日）における内容を記載しております。

（注）１ 本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、100株とする。

本新株予約権の割当日後、当社普通株式の株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により付与

株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割または株式併合の比率

また、上記のほか、決議日以降、当社が合併または会社分割を行う場合など、付与株式数の調整を必要と

する場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。

２ 増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(1) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が

生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

(2) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資

本金等増加限度額から、増加する資本金の額を減じた額とする。

３ 新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権者は、新株予約権の行使期間内において、当社取締役及び監査役又は使用人のいずれの地

位も喪失した日(以下、「退職日」という。)の翌日から５年以内に限り、新株予約権を一括してのみ

行使することができるものとする。

(2) 新株予約権者が退職日前に死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。

(3) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過す

ることとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(4) 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４ 新株予約権の取得に関する事項

(1) 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認(株主

総会の承認を要しない場合には取締役会決議)がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める

日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

(2) 新株予約権者が権利行使をする前に、上記(注)３に定める規定により本新株予約権の行使ができなく

なった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

５ 組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

(以上を総称して以下、「組織再編行為」という。)を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

(以下、「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸

収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記(注)１に準じて決定する。
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(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記「新株予約権の行使時の払込金額」で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価

額に、上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額と

する。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織

再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める募集新株

予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記(注)２に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8) その他新株予約権の行使の条件

上記(注)３に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

上記(注)４に準じて決定する。

(10) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2019年３月１日～
2019年５月31日 (注)

96 18,127 29,464 702,721 29,464 356,721

（注） 新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加であります。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

決算短信（宝印刷） 2019年07月09日 09時19分 6ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 7 ―

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2019年２月28日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2019年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 300
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 18,025,700 180,257 ―

単元未満株式 普通株式 4,400 ― ―

発行済株式総数 18,030,400 ― ―

総株主の議決権 ― 180,257 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が800株(議決権８個)含まれて

おります。

２ 「単元未満株式」欄には、自己株式(自己保有株式)が４株含まれております。

② 【自己株式等】

2019年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社
ＹＥ ＤＩＧＩＴＡＬ

北九州市八幡西区東王子町
５－15

300 ― 300 0.00

計 ― 300 ― 300 0.00

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2019年３月１日から2019年

５月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2019年３月１日から2019年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2019年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,029,051 3,124,766

受取手形及び売掛金 3,064,302 1,410,941

電子記録債権 171,843 198,379

商品及び製品 14,129 40,004

仕掛品 508,867 850,459

原材料及び貯蔵品 10,486 9,962

その他 169,609 141,238

貸倒引当金 △410 △234

流動資産合計 5,967,880 5,775,517

固定資産

有形固定資産 851,999 845,359

無形固定資産 499,470 489,740

投資その他の資産

繰延税金資産 1,219,788 1,213,719

その他 259,493 348,759

投資その他の資産合計 1,479,281 1,562,478

固定資産合計 2,830,751 2,897,578

資産合計 8,798,632 8,673,095

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 921,945 678,967

未払費用 1,150,704 1,514,680

未払法人税等 236,625 501

役員賞与引当金 7,500 2,500

その他 305,491 330,459

流動負債合計 2,622,268 2,527,109

固定負債

退職給付に係る負債 2,897,564 2,885,357

その他 308,680 298,633

固定負債合計 3,206,244 3,183,991

負債合計 5,828,512 5,711,100

純資産の部

株主資本

資本金 673,257 702,721

資本剰余金 327,257 356,721

利益剰余金 2,360,568 2,310,253

自己株式 △99 △99

株主資本合計 3,360,983 3,369,597

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 11,693 11,458

為替換算調整勘定 ― △809

退職給付に係る調整累計額 △542,204 △514,322

その他の包括利益累計額合計 △530,510 △503,673

新株予約権 128,484 85,990

非支配株主持分 11,162 10,080

純資産合計 2,970,119 2,961,995

負債純資産合計 8,798,632 8,673,095
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2018年３月１日
　至 2018年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年３月１日
　至 2019年５月31日)

売上高 2,370,388 2,785,988

売上原価 1,704,246 2,019,585

売上総利益 666,142 766,402

販売費及び一般管理費 729,250 762,473

営業利益又は営業損失（△） △63,107 3,929

営業外収益

受取利息 0 5

受取配当金 ― 500

仕入割引 93 869

為替差益 ― 212

保険解約返戻金 4,014 ―

消費税等差額 658 692

その他 102 0

営業外収益合計 4,868 2,280

営業外費用

支払利息 ― 7

売上債権売却損 193 152

為替差損 219 ―

保険解約損 588 ―

営業外費用合計 1,001 159

経常利益又は経常損失（△） △59,240 6,051

特別損失

固定資産除却損 313 0

特別損失合計 313 0

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

△59,553 6,051

法人税、住民税及び事業税 4,771 △307

法人税等調整額 10,012 △6,109

法人税等合計 14,784 △6,417

四半期純利益又は四半期純損失（△） △74,337 12,468

非支配株主に帰属する四半期純利益 904 918

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

△75,242 11,549
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2018年３月１日
　至 2018年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年３月１日
　至 2019年５月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △74,337 12,468

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,573 △235

為替換算調整勘定 ― 21

退職給付に係る調整額 31,172 27,882

その他の包括利益合計 29,598 27,668

四半期包括利益 △44,739 40,136

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △45,644 39,218

非支配株主に係る四半期包括利益 904 918
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1) 連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間において、非連結子会社であったYE DIGITAL,Inc.については、今後米国市場の戦略

上の拠点として重要性が高まることが見込まれるため、連結の範囲に含めております。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

（追加情報）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2018年３月１日
至 2018年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年３月１日
至 2019年５月31日)

減価償却費 52,387千円 59,438千円

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2018年３月１日 至 2018年５月31日）

１ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年５月25日
定時株主総会

普通株式 54,011 3.00 2018年２月28日 2018年５月28日 利益剰余金

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。

２ 株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本等の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2019年３月１日 至 2019年５月31日）

１ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年５月24日
定時株主総会

普通株式 54,090 3.00 2019年２月28日 2019年５月27日 利益剰余金

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。

２ 株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本等の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 2018年３月１日 至 2018年５月31日)及び当第１四半期連結累計期間(自 2019年

３月１日 至 2019年５月31日)

当連結グループは、情報サービス事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2018年３月１日
至 2018年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年３月１日
至 2019年５月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期
純損失金額(△)

△４円18銭 ０円64銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)(千円)

△75,242 11,549

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額
又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)(千円)

△75,242 11,549

普通株式の期中平均株式数(千株) 18,012 18,062

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― ０円63銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) ― 211,060

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、
前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

(注) 前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビュー報告書ュー報告書ュー報告書ュー報告書ュー報告書

2019年７月10日

株式会社ＹＥ ＤＩＧＩＴＡＬ

取締役会 御中

　

EEEEEYYYYY新日本有限責任監査法新日本有限責任監査法新日本有限責任監査法新日本有限責任監査法新日本有限責任監査法人人人人人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 阿 部 正 典 印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 渋 田 博 之 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＹＥ

ＤＩＧＩＴＡＬの2019年３月１日から2020年２月29日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2019年３月１日か

ら2019年５月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2019年３月１日から2019年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＹＥ ＤＩＧＩＴＡＬ及び連結子会社の2019年５月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 福岡財務支局長

【提出日】 2019年７月11日

【会社名】 株式会社ＹＥ ＤＩＧＩＴＡＬ

【英訳名】 YE DIGITAL Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 遠藤 直人

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 北九州市八幡西区東王子町５番15号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長遠藤直人は、当社の第43期第１四半期（自 2019年３月１日 至 2019年５月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

特記すべき事項はありません。
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